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研究要旨  

【目的と方法】患者-医療者間のコミュニケーションは、患者にとって甚大な

精神心理的問題になることがある一方で、患者にとって大きな支援となる社会

的要因でもある。そこで、本研究では（１）コミュニケーションが困難な状況

（抗がん治療の中止、予後を伝える）において医師に望まれる行動・是正すべ

き要因を明らかにする、（２）コミュニケーション技術研修（CST）の改善を

目指し、研修による医師の共感の変化について生理学的指標を用いて検討を行

う、（３）対応の違う医師のコミュニケーションビデオを患者に視聴してもら

って好ましいか否か回答を求め、是正すべき社会的要因を明らかにする、（４）

療法士、（５）薬剤師、薬系学生のコミュニケーション特性を明らかにし教育

研修法に資する点を明らかにすることを目的とした。（６）昨年度の評価者の

指摘を受けて、医療者による社会的要因の是正に関する研究を行った。 

 

【結果と考察】 

（１） 腫瘍医が難渋する抗がん治療中止の状況における106名のがん患者に 

調査を行い、抗がん治療中止期にある患者が医療者に望む行動に関して、従来

我々が明らかにしてきた日本の医師の共感行動（SHARE）に加え、より踏み込

んだ共感的パターナリズム、Empathic paternalismという新たな要因が明ら

かとなった(心の準備が出来るよう言葉を掛ける、医師は今後の治療方針を決

める、医師自身の感情を表現する等)。その関連要因として診断後早期に抗が

ん剤治療中止に到っている場合に共感的パターナリズムを望む傾向が明らか

になった (Umezawa et al, Cancer 2015)。抗がん剤治療中止について、実際

の診療と患者の意向の一致はわずか33.3%であった。従って、医師の更なる聞

き出す高度なスキル、一方で患者側にも自らの意向を表明するスキルが必要と

考えられた。 

（２） 医師の認知的共感の学習を目指したCSTは表情認知の側面から医師の 

負の感情への認知的共感を強化する可能性が示唆された。一方で、CSTは情動

的共感を強化せず、これらの変化に性別、年齢、臨床経験といった背景要因は

関連しないことも示唆された。 

（３） 腫瘍医が最も困難と感じる予後告知の課題ビデオを作成し効果的な 

医師の態度を明らかにする実験心理学的研究を開始し、乳がん患者105名の登

録を完遂した。 

（４） 医療者のコミュニケーション特性を明らかとするために、がん診療に 

係わる療法士2803名にアンケート調査を実施し、同意が得られ返信のあった1

373名（返信率49.6％）を対象に検討した結果、コミュニケーションの自信が

より高いと、ALT: Autistic-like traits（自閉様特性）とコミュニケーショ

ンの困難度との関連の強さが弱まることが明らかとなり学習による自信向上

により改善できる可能性が示唆された。 

（５） 薬剤師（373名）と学生（341名）からデータを得た結果、EI: Emoti
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onal Intelligence（情動知能）はALTによる医療従事者の共感行動や医療従事

者自身の精神健康度、また燃え尽きへの悪影響を緩和する可能性が示唆され

た。 

（６） 医師と患者とのコミュニケーションや精神的サポートが患者・家族か

ら見て達成されているか、達成されていないならばその理由は何かを明らかに

する目的で全国調査の副次解析を行った。医療者による社会的要因の是正に関

する研究の結果、1）個々の医師が努力してできるスキル向上以外に、2）努力

してもできない医師の時間の少なさをどのように対応するかの検討（医師の時

間的業務負担軽減策、医療チーム研修による患者-医師間のコミュニケーショ

ン補足・支援、患者コーチングなど）が必要であることが示された。 

 

研究分担者・所属機関・職名 

 

森田 達也 聖隷三方原病院・副院長  

（H26-27） 
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岡村 仁  広島大学大学院医歯薬保健学研
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      師 

藤森麻衣子 国立精神・神経医療研究センタ

ー精神保健研究所自殺総合対策

推進センター・室長 

 

A．研究目的 

（１）抗がん治療の中止の際に医療者に望ま

れる行動に関する研究 

患者の意向に添った医師のコミュニケー

ション技術研修法（CST）は医師の共感行動

を増加させ、患者のストレスや医師への信

頼感と関連することから、患者の意向を重

視したコミュニケーションは重要である。

特に抗がん治療中止の知らせを伝えること

は腫瘍医の最も困難な診療技術でありなが

ら、その時期の患者の意向は世界的にも明

らかになっていない。 

そこで腫瘍医が直面するコミュニケーシ

ョン困難な抗がん治療中止の伝え方に対す

る患者の意向とその実際を調査する。 

（２）医師の患者の心の痛みに対する認知的

共感に関する研究 

共感的対応の向上を目的とする医師に対す

る CST が開発され、医師の共感行動を有意に

増加させ、患者のストレスや医師への信頼感

と有意に関連することが明らかにされてき

た。しかし、個人内プロセスである認知的共

感、情動的共感の検討は不十分である。そこ

で本研究では、CST が 1）他者の表情から表

出されている情動の評価、2）他者の情動表

出による自身の感情喚起に与える影響、3）

情動評価、自身の感情喚起に関連する要因を

検討してきたが今年度は 3）を知る目的に検

討した。 

（３）腫瘍医が直面する難しいコミュニケー

ション場面に指針を示すための実験心理学的

研究 

腫瘍医が最も困難と感じる診療場面を明ら

かにしてその課題を抽出し、その課題に対し

て実験心理学的手法を用いて患者が望む行動

を明らかにする。具体的な目的は、予後告知

を望む再発・転移がん患者の仮想シナリオに

おいて予後をはっきりと伝えるかどうかと、

アイコンタクトを適切に行うかどうかが不確

実性に及ぼす影響を調べることである。 

（４）がん医療に携わる療法士のコミュニ

ケーション能力と共感能力に関わる横断研究 

ALT が高いことで医療コミュニケーショ

ン上、より困難を感じることになるが、その

困難度をコミュニケーションの自信をつけ

ることで軽減できるのではないかと仮定し

た。また、コミュニケーションの自信の中で

も、ALT とコミュニケーションの困難度の関

連を軽減させることが出来る要素はどの要

素なのかを調査した。これらの結果に基づ

いたコミュニケーション技術プログラムの

開発を視野に入れ、研究を実施した。 

（５）がん医療者に望まれる行動に関する研

究 

 病院薬剤師・薬系学生の対人コミュニケー

ション能力と発達・心理特性について、個人

の心理的特性が共感的態度や職業的燃え尽

き・共感性疲労に影響するか否かを検討し、

その上で情動知能がその関係を媒介するか否

かを検討する。 

（６）医療者による社会的要因の是正に関す

る研究 

 医師と患者とのコミュニケーションや精神

的サポートが患者・家族から見て達成されて
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いるか、達成されていないならばその理由は

何かを明らかにする。 

B．研究方法 

（１）抗がん治療の中止の際に医療者に望

まれる行動に関する研究 

１.対象 

国立がん研究センターに通院・入院中のが

ん患者で、担当医が治癒・延命を目的とした

抗がん治療を推奨できないと考え、それが伝

えられ 1週間以上経過した者。 

２.方法 

１）評価項目 

(１）主要評価項目：先行研究（Fujimori, 

2007）、研究者間の議論、対象者との面接か

ら得られたデータに基づき、内容的妥当性

を検討し、57項目の質問紙を作成した.「全

く望まない」～「強く望む」の 5件法. 

(２）関連評価項目：社会人口統計データ、

医学データ 

２）手順 

適格基準を満たす対象者に対し、担当医

より研究協力の説明をしてもらい、同意が

得られた場合に、質問紙（本尺度）と同意書、

返信用封筒を手渡す。質問回答後は、同意書

とともに返信用封筒に入れ、返送してもら

う。 

（倫理面への配慮） 

調査者は研究の実施に先立ち、対象者に

説明同意文書を用いて人権の擁護に関する

十分な説明を行う。研究への参加および参

加辞退は自由意思であり不参加によるいか

なる不利益も受けないこと、また同意後も

随時撤回が可能であること、人権擁護に十

分配慮した上で個人情報は完全に保護され

ること、等を説明する。研究成果の公表の際

には、個人情報は完全に匿名化し、参加者が

特定されることは一切ないように対応する。

研究者および研究協力者は、全ての個人情

報の取り扱いを、研究組織である国立がん

研究センター内に限定し、その保管には全

責任を負う。  

（２）医師の患者の心の痛みに対する認知的

共感に関する研究 

１.対象 

CST に参加した医師 20 名（介入群）、対照群

として年齢、性別、臨床経験年数をマッチさ

せた CST に参加していない医師 20 名。 

２.方法 

１）評価項目 

(１）表情認知課題：（168 課題、男女各 4名、

感情：怒り、嫌悪、恐れ、悲しみ、驚き、喜び、

ニュートラル、強度：強・中・弱、各 3秒間）

課題への①感情強度評定（「全く表していない」

から「強く表している」の 7段階評定）、②自

身の感情強度評定（「全く動いていない」から

「強く動いている」の 7段階評定）を求める。 

(２）Interpersonal Reactivity Index（IRI)：

4 因子構造（Emotional concern, Perspective 

taking, Personal distress, Fantasy）で認

知的共感を評価する質問票であり、28 項目、

5段階評定で回答を求める。 

(３）背景因子：年齢、性別、専門科、臨床経

験月数 

２）手順 

対象者に対して、CST 群は CST 前後、対照群

は何もせず 1 週間程度の期間を開けた前

（Pretest）と後（Posttest）に、認知的共

感、情動的共感への評定を求める。また、

Pretest では IRI と背景因子への回答を求

める。得られたデータは Pretest、Posttest

の差を算出し、CST 群、統制群の群間比較を

t検定で検討した。認知的共感、情動的共感

に関連する要因を検討するために、各変数

間の相関分析、および認知的共感、情動的共

感を従属変数、年齢、性別、臨床経験年数、

IRI 各因子得点を独立変数とする重回帰分

析（強制投入法）を行った。 

（３）腫瘍医が直面する難しいコミュニケー

ション場面に指針を示すための実験心理学的

研究 

1)腫瘍医によるコミュニケーションに関する

実験心理学的研究を確立し施行している欧米

の研究者を含め研究組織を構築した。 

2)2016 年 4 月 国立がん研究センター内に患

者登録を行う実務チームを立ち上げた。 

3)2016 年 5 月 日本がん支持療法研究グルー

プの支援を受けることが決定した（J-

SUPPORT1601）。 

4)2016 年 6 月 国立がん研究センターの乳腺

外科、乳腺・腫瘍内科の医師対象にキックオフ

会議を行った。 

5)2016 年 8 月 国立がん研究センターの乳腺

外科、乳腺・腫瘍内科外来において予備調査を

行った。 

6)2016年 8月―2017年 3月 本調査を実施し

た。 

（倫理面への配慮） 

2016 年 7 月 国立がん研究センターの倫理委

員会で本研究が承認された。 

（４）がん医療に携わる療法士のコミュニケ
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ーション能力と共感能力に関わる横断研究 

研究デザイン：横断調査。平成 22 年 7月から

平成 26 年 5 月に開催された，がん医療に関

わる療法士を対象としたリハビリテーショ

ン研修に参加した療法士 2782 名に対しアン

ケートを実施した。 

評価項目は、社会的背景，人口統計学的項

目 、 Jefferson Scale of Physician 

Empathy(JSPE)（20 項目）、Interpersonal 

Reactivity Index(IRI)（21 項目）、General 

Health Questionnaire(GHQ)（12 項目）、SHARE

の研修で使用される、悪い知らせを伝える際

の自信の尺度の改訂版（25 項目）、Autism-

Spectrum Quotient(AQ)（28 項目）とした。 

解析方法：AQ、SHARE、コミュニケーションの

困難度、GHQ の相関を AMOS のパス図を使って

解析し、AQ がコミュニケーションの困難度や

GHQ に影響を与え、自信によって改善される

という仮説の適合度を検証した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、岡山大学倫理審査委員会での承

認後に開始した（承認番号 1057）。疫学研究に

関する倫理指針、個人情報保護法、及び本研

究計画書を遵守し実施した。調査対象者に対

して書面にて説明を行い、同意する者が回答

し、返信した。本研究では得られたデータは

全て連結不可能匿名化した上で、岡山大学大

学院医歯薬学総合研究科精神神経病態学教室

内の施錠可能なスペースで保管した。質問紙

は研究実施期間終了後 2 年間保存の後に全て

破棄する。また、得られたデータは本研究以

外の目的には一切使用しない。 

（５）がん医療者に望まれる行動に関する

研究 

適格条件 

(1) 岡山県病院薬剤師協会に所属する対人実

務を行う薬剤師（解析１・解析２・解析

３）、または研究実施時に 6年制薬学部に

在籍する 5～6年生 

(2) インフォームドコンセントが得られてい

る者 

【評価項目】 

独立変数 

自閉様特性：The Autism-Spectrum Quotient 

(AQ) …（50 項目）（解析１・解析２・解析３）  

自閉様特性の高さを５領域（社会性・コミ

ュニケーション・想像力・注意の切り替え・細

部への注意）から評価する。 

従属変数 

医療職の共感性：The Jefferson Scale of 

Physician Empathy (JSPE) …（20 項目） 

全般健康度：General Health Questionnaire 

(GHQ) …（12 項目） 

一般的な精神健康度について評価する。閾

値（４点）以上は、何らかの精神疾患の可能性

が示唆される。 

統制変数 

情動知能：EQS (エクス EQ（情動知能）スケ

ール)…（65 項目） 

情動知能の高さについて評価する。 

社会・人口統計学的項目 

年齢、性別等 

【調査方法】 

1. 本研究実施時に岡山大学薬学部薬学科を

含め、本研究参加に同意した大学薬学部

等組織に所属する薬学部学生、及び岡山

大学病院を含め、病院・会社に属する薬剤

師であって本研究について書面で説明し、

同意が得られた者を対象とする。 

2. 同意を得られた者に対し、上記評価項目

から構成されるアンケート冊子を配布し、

順次回答を得る。 

3. 回答終了後、直接または郵送にて冊子を

回収し、欠損値の有無を確認する。欠損値

がある場合のみ、個人情報を参照して本

人と連絡を取り、回答を確認する。 

4. 得られた結果に対し、統計学的解析を行

う。 

【解析方法】 

AQ を独立変数、JSPE を従属変数、ECS・社

会的背景・人口統計学的項目を統制変数とし、

AQ と JSPE との関係に EQS が媒介するか否か

について、媒介分析（Mediation Analysis）

による解析を行う。 

（倫理面への配慮） 

2013 年 12 月 25 日に、本研究は岡山大学

疫学研究倫理審査委員会において承認され

た。(承認番号;776)本研究の内容について

文章を用いて説明し、同意の得られた対象

者に調査を依頼した。調査は完全匿名下に

実施した。 

（６）医療者による社会的要因の是正に関す

る研究 

過去に行われた２つの全国調査の副次解析。 

1）地域介入研究によって取得された全国４地

域の代表性のあるがん患者 1724 名・がん患者

の遺族 2462 名、医師 706 名、看護師 2236 名

を対象とした質問紙調査を利用した。質問に

対して「改善の必要性がほとんどない・全く
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ない」と答えた患者・遺族の頻度を算出した。

「医師は苦痛を和らげていない」と回答した

患者・遺族に対してその理由を質問した。 

2）全国の遺族 447 名を対象とした調査におい

て、医療制度に希望することをたずねた質問

を再解析した。 

 

C．研究結果 

（１）抗がん治療の中止の際に医療者に望ま

れる行動に関する研究 

研究期間中取り込み基準該当者 443 名、除

外基準該当者 251 名を除き適格基準を満たす

対象者 192 名に文書による説明の上、106 名

から同意を得て回答を得た（回答率 55％）。患

者背景は平均年齢 67 歳、男性 56％、部位は胃

腸 21％、乳腺 19％、肺 18％、婦人 9％、泌尿

器 9％、肝胆膵 8％であった。がん診断から平

均 42 ヶ月（2～105 月）、抗がん治療中止から

平均 81 日（7-1202 日）であった。 

抗がん治療中止期にある患者が医療者に望

む行動に関して、従来我々が明らかにしてき

た日本の医師の共感行動（SHARE）に加え、よ

り踏み込んだ共感的パターナリズム、

Empathic paternalism という新たな要因が明

らかとなった(心の準備が出来るよう言葉を

掛ける、医師は今後の治療方針を決める、医

師自身の感情を表現する等)。その関連要因と

して診断後早期に抗がん剤治療中止に到って

いる場合に共感的パターナリズムを望む傾向

が明らかになった (Umezawa et al, Cancer 

2015)。 

次に、中止に関する患者の意向とその実際

について： 

1）治癒困難の情報について、実際の診療と患

者の意向は61.3%が一致した（うち告知＋再発

期は 41.5%)。 

2）緩和ケアの説明について、実際の診療と患

者の意向は52.9%が一致した（うち中止期のタ

イミングが 40.1%） 

3）抗がん剤治療中止について、実際の診療と

患者の意向の一致はわずか33.3%であった。さ

らに、驚いたことに、31.3％は伝えられてい

ないと回答した（うち 26.4%は聞きたい）。医

師は本研究に参加した患者全員に中止を伝え

たと認識して適格対象と認識したはずであっ

た。 

4）余命告知について、実際の診療と患者の意

向の一致はわずか41.6%であった。聞きたい意

向だが、聞いていないが40.6％と回答。一方、

聞きたくない意向も 27%にのぼる。 

（２）医師の患者の心の痛みに対する認知的

共感に関する研究 

介入群、対照群の平均年齢は、34.1±3.5歳、

33.7±5.3 歳、性別は、両群ともに男性 12名、

女性 8名、臨床経験月数は、99.8±33.ケ月 0、

101.5±57.3 カ月であった。IRI 各因子得点は、

共感的配慮：12.9±4.6、11.8±5.0、視点取得：

12.1±5.9、11.4±5.8、個人的苦悩：14.3±5.7、

12.8±5.0、空想：12.3±7.4、12.8±7.0.であ

った。いずれも群間に統計的に有意な差は認

められなかった。 

認知的共感を検討した結果、ネガティブ感

情（嫌悪、恐怖、悲しみ、驚き）に対する認知

は、介入群で CST 後に評定値が有意に増加し

た（それぞれ、ｔ=3.01, p<0.01; t=3.67, 

p<3.67; t=2.27, p<2.27; 3.99, p<0.01）。ポ

ジティブ感情（喜び）では介入群で CST 後に

評定値が大きい傾向（t=1.75, p<0.10; 

t=1.98, p<0.10）を示した。怒り、ニュート

ラル感情では有意差は認められなかった。一

方、情動的共感を検討した結果、ネガティブ・

ポジティブ両感情共に群間に有意な差は認め

られなかった。 

認知的共感、情動的共感、背景因子、それぞ

れの相関分析を行った結果、年齢と臨床経験

年数の間の正の相関関係（r= 0.85, p<0.01）

以外に有意な関連は示されなかった。認知的

共感、情動的共感を従属変数とし、背景因子

を独立変数とする重回帰解析の結果において

も、いずれも有意な関連は示されなかった。

（３）腫瘍医が直面する難しいコミュニケー

ション場面に指針を示すための実験心理学的

研究 

1)腫瘍医が最も困難と感じる診療場面として、

治癒不能ながんの病名告知や治療方針の説明、

予 後 告 知 、 抗 が ん 治 療 を 中 止 し Best 

Supportive Care (BSC)に移行する際のコミ

ュニケーションが挙げられた。そのうち、先

行文献や研究者間での議論の結果、「予後告知

を望む再発・転移がん患者の仮想シナリオに

おいて予後をはっきりと伝えるかどうかと、

アイコンタクトを適切に行うかどうかが不確

実性に及ぼす影響を調べること」を目的とし

た予後告知に関する実験心理学的研究を行う

こととした。オランダ先行文献（van Vliet, 

et al. J Clin Oncol 2013）の筆頭著者であ

る Dr. van Vliet、実験心理学的手法を確立

した同研究の Last author である Dr. Jozien 

Bensing、米国の MD Anderson Cancer Center

で医師のコミュニケーションに関する多数の
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実験心理学的研究を完遂してきた Dr. 

Eduardo Bruera を共同研究者として研究チー

ム招き、国内の腫瘍内科医と共に研究組織を

構築した。 

2)2016 年 4月 国立がん研究センター内に患

者 登 録 を 行 う 実 務 チ ー ム （ Principal 

Investigators 2 名。事務局 2名、研究補助員

3 名、データマネージャー1 名）を立ち上げ、

毎週の電話会議で進捗の管理を行った。 

3)2016 年 5月 研究計画書を完成した。日本

がん支持療法研究グループの Protocol 

Review Meeting で承認され、支援を受けるこ

とが決定した（J-SUPPORT1601）。 

4)2016 年 6 月 国立がん研究センターの乳腺

外科、乳腺・腫瘍内科の医師対象にキックオ

フ会議を行った。また、同外来の看護師長を

通じて、看護スタッフにも本研究の実施につ

いて周知を行った。 

5)2016 年 8月 国立がん研究センターの乳腺

外科、乳腺・腫瘍内科外来において 9 名の患

者対象に予備調査を行った。ビデオの内容の

差は想定通りに認識された。外来での実施可

能性と予定症例数の適切性を確認した。 

6)2016 年 8 月―2017 年 3 月 本調査実施し、

105 名の患者登録を完遂した。毎週の電話会

議で進捗を管理しつつ、実務上の課題を解決

しながら登録を進めた。今後データ固定、解

析、論文化の予定。 

（４）がん医療に携わる療法士のコミュニケ

ーション能力と共感能力に関わる横断研究 

895 施設、2782 名に対しアンケートを送付

した結果、回答があり統計の対象となった療

法士数は 1343 名（48.5％）であった。仮説モ

デルは 3 つとも適合モデルであった。モデル

1 において、ALT と困難度のパス係数は 0.16、

ALT と精神健康度のパス係数は 0.31、困難度

と精神健康度のパス係数は 0.16 であった。 

モデル 2 において ALT と困難度のパス係数は

0.10、ALT と精神健康度のパス係数は 0.31、

ALTと自信のパス係数は-0.39、自信と困難度

のパス係数は-0.16 であった。 

モデル 3 において、ALT と環境設定の自信の

パス係数は-0.33、ALTと伝え方の自信のパス

係数は-0.35、ALTと付加的情報の伝え方の自

信のパス係数は-0.27、ALTと共感的態度の自

信のパス係数は-0.38 であった。環境設定の

自信と困難度のパス係数は0.16、伝え方の自

信と困難度のパス係数は-0.21、付加的情報

の伝え方と困難度のパス係数は-0.04、共感

的態度の自信と困難度のパス係数は-0.06 で

あった。 

（５）がん医療者に望まれる行動に関する研

究 

 完全な回答が得られた 373 人の薬剤師と

341人の薬学部学生から得られた回答に対し、

Mediation model（媒介モデル）により、AQ と

JSPE の関連、AQ と GHQ の関連は EQS によって

媒介されるという仮説を検証した。AQと JSPE

の関連において、間接的関連を示す係数

a1*b1=-0.2512（薬剤師）、a2*b2=-0.2791（学

生）であり、共に有意(p<0.05)であった。また、

AQ と GHQ の関連において、間接的関連を示す

係数A1*B1=0.0767（薬剤師）、A2*B2=0.0807（学

生）であり、共に有意(p<0.05)であった。 

（６）医療者による社会的要因の是正に関す

る研究 

1）医師と患者とのコミュニケーションや精神

的サポートの現状 

「不安や心配をやわらげる配慮をしてくれた」

と回答した患者は 52％、「患者へ十分に説明

してくれた」と回答した患者は46％であった。

がん患者の遺族において、「不安や心配をやわ

らげる配慮をしてくれた」との回答は在宅で

70％、緩和ケア病棟で 64％であったが、病院

では 46％であった。「患者へ十分に説明して

くれた」との回答は在宅で 65％、緩和ケア病

棟で 61％であったが、病院では 49％であった。 

2）達成されていない理由 

達成されていない理由としては、患者・遺族

とも、「医師は対処しているが苦痛がとりきれ

ない」が最も多く、約 65％であった。次に、

「診察に十分な時間がない」が約 30％であっ

た。「対処してもらえない」は5～8％であった。 

医師・看護師では、「十分な診察・ケアの時間

が取れなかった」が最も多く 54～66％であっ

た。次に、「苦痛が分かっても対応する時間が

なかった」が 28～41％、「対応しても苦痛をや

わらげられなかった」が 24～36％であった。 

遺族調査では、医療制度に 期待することとし

て、「早期から患者・家族と医師が相談する」

（65％）、外来で電話相談ができる（47％）が

多く、次いで、こころのケアの専門家（43％）、

看護師・ＭＳＷから医師の説明の補足 を受

ける（36％）であった。 

 

D．考察 

（１）抗がん治療の中止の際に医療者に望ま

れる行動に関する研究 

本研究より、抗がん治療中止の知らせを伝え

られる際のコミュニケーションに関する患者の意
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向は、従来我々が明らかにしてきた日本の医

師の共感行動（SHARE）に相当したが、今回新

たに、より踏み込んだ共感的パターナリズム、

Empathic paternalism という新たな要因が明

らかとなった。その関連要因として診断後早

期に抗がん剤治療中止に到る経過が急速な場

合に、医師の一層の共感と患者の意思決定に

踏み込んだパターナリズムが望まれる傾向が

明らかになった。次に、中止に関する患者の

意向とその実際について： 

1）難治の告知は概ね患者の意向通り、経過の

早い時期で良好あった。 

2）緩和ケアの説明は約半数の患者の意向と一

致し、経過の遅い時期でやや不良あった。 

3）抗がん剤治療中止について、実際の診療と

患者の意向の一致はわずか33.3%で、医師のス

キル、患者の意向表明スキルが必要と考えら

れた。 

4）余命告知について、実際の診療と患者の意

向の一致はわずか 41.6%で意向の一致が難し

く、医師の意向を汲み取る、難易度の高いコ

ミュニケーションスキル、医師の意向表明ス

キルが必要であると考えられた。 

本成果をいち早く全国に還元すべく、厚生労

働科学研究（がん政策研究）推進事業を活用

しがん医療水準均てん化研修会(がん医療従

事者等向け)を H27 年 10 月 25 日（日）および

H28 年 11 月 5 日（土）に開催した。厚生労働

省委託事業がん診療に携わる医師向けのコミ

ュニケーション技術研修会（2007～2015 に医

師 1187 名修了）で指導してきたファシリテー

ター（指導者 2007～2014 に 176 名が修了）の

うち 63 名（36％）が研修会に参加した。結果

を反映したテキストを用いた。そして、本年

12 月、がん治療認定医 申請資格 学術単位 5

単位が認定された。ガイドラインは、日本サ

イコオンコロジー学会と日本サポーティブケ

ア学会が中心に策定中である。 

（２）医師の患者の心の痛みに対する認知的

共感に関する研究 

本研究の結果から、他者の感情表出表情を

提示した際の感情評価、自身の感情喚起の変

化量に対して、医師の背景因子である年齢、

性別、臨床経験年数、IRI 各因子得点は関連し

ない可能性が示唆された。このような結果か

ら、医師の認知的共感を強化したのは CST で

あった可能性が考えられた。 

以上の結果から、CST により行動だけでなく

認知的共感も改善することが示唆された。 

（３）腫瘍医が直面する難しいコミュニケー

ション場面に指針を示すための実験心理学的

研究 

 予後告知を望む再発・転移がん患者の仮想

シナリオにおいて予後をはっきりと伝えるか

どうかと、アイコンタクトを適切に行うかど

うかが不確実性に及ぼす影響を調べることを

目的とした実験心理学的研究を実施した。国

立がん研究センターの乳腺外科、乳腺・腫瘍

内科外来において患者登録を完遂した。 

今年度の最大の成果は、がん患者を対象とし

た予後告知に関する実験心理学的研究を、国

内で初めて完遂し、同様の研究の実施体制を

確立しえたことである。それには以下のよう

な多様な要因が考えられる。 

①がん治療医からの協力体制の確立 

②施設外の研究者にも門戸を開く支援組織

（J-SUPPORT）からの支援 

③患者登録を行う実務チームの行動力 

④定期的な進捗管理と迅速な課題解決 

⑤多様な背景・スキルを持った研究者による

チームアプローチ 

今後、データの解析、論文化を進め、困難なコ

ミュニケーション場面における指針を提供す

る予定である。さらに、同様の方法論で再発・

転移がん患者における望ましいコミュニケー

ション方法を探索していきたい。 

（４）がん医療に携わる療法士のコミュニケ

ーション能力と共感能力に関わる横断研究 

本結果より、コミュニケーションの自信が

ALT とコミュニケーションの困難度の関連に

介在することが示された。そのパス係数は小

さいながらも、ALT と困難度の関連の 3/5 を

占めていた。また、困難度と精神健康度の間

にも緩やかな関連が認められた。したがって、

藤森らの研究結果も併せて考えると、CST に

よってコミュニケーションの自信を向上する

ことでコミュニケーションの困難度を軽減し、

患者の満足度を向上させ、患者の抑うつ気分

を軽減させることができる可能性が示唆され

た。 

さらにモデル 3 のように、患者の望む 4 要

素に対応しているコミュニケーションの自信

の 4 要素に分けてパス係数を比較してみたと

ころ、要素ごとに ALT とコミュニケーション

の困難度との間への介在の仕方が異なってい

た。すなわち、環境設定の自信への介在の仕

方については、ALTが高いほど自信は低いが、

自信を上げることによってコミュニケーショ

ンの困難度も向上したことから、環境設定の

自信を上げることへの CST は、困難度を上げ
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ないように慎重に行う必要があると考えられ

た。伝え方の自信の介在の仕方については、

ALT が高いほど自信がないが、自信を上げる

ことでコミュニケーションの困難度が軽減し

ていたことから、伝え方に関する自信を上げ

る CST は積極的に行うべきであると思われた。 

付加的情報の伝えること、共感的態度を示

すことへの自信については、ALT が高いほど

自信がないものの、自信を上げることによっ

てコミュニケーションの困難度は変わらなか

ったことから、これらについての自信を向上

させるための CST も積極的に行うべきである

と推察された。 

 このように、自閉傾向がある療法士に向

けての CST では、環境設定の自信を向上させ

るための CST は慎重に行い、その他の要素の

CST は積極的に行うことが有効であることが

示唆された。 

 先にも述べたように、コミュニケーショ

ンの自信の要素は、がん患者の求めるコミュ

ニケーションの要素でもあることから、自信

を向上させることは、がん患者の療法士に対

するコミュニケーションの満足度を上げるこ

とになり、その結果としてがん患者の抑うつ

状態を軽減させることにもつながると思われ

る。 

（５）がん医療者に望まれる行動に関する

研究 

様々な構成要素を含む自閉様特性であるが、

この中でもコミュニケーション・共感との関

連が大きいと考えられる要素があり、過去の

研究で示したように、薬剤師における自閉用

特性と共感的態度は負の関連、自閉様特性と

職業的な燃え尽き・共感性疲労との関係は正

の関連となっていると考えられる。 

こうした個人特性が及ぼす影響に対し、新

たな介入法を開発する際には特に自閉または

ADHDといった特性を持った対象への介入を考

慮する必要がある。更に、今回の結果で示さ

れたように、情動知能はこれらの悪影響を緩

和し得る。今後、対人業務を行う病院薬剤師

を対象とした特定の介入を用いることにより、

一連の研究で示された個人特性の及ぼす影響

を緩和する手法・介入について検証が必要と

考えられる。 

 

制約・研究限界 

自記式尺度に対する回答結果のみをまとめ

ており、行動観察等の客観的評価との間に乖

離が生じている可能性がある。妥当性が検証

された評価尺度を用いているが、調査参加時

の気分や環境、個人的事情によって回答が左

右される可能性がある。プライバシーの観点

から、個人的背景は聴取していないため、心

理的苦痛や共感性疲労をもたらす原因が職場

によるもののみとは限らない。横断調査のた

め、各変数間の因果関係は不明である。返信

率が 50%弱であり、選択バイアスの可能性が

ある。一地域の薬剤師協会からの結果であり、

一般化可能性に限界がある。 

（６）医療者による社会的要因の是正に関す

る研究 

患者-医師間のコミュニケーションや精神

的サポートについて是正を目指す場合、1）

個々の医師が努力してできるスキル向上以外

に、2）努力してもできない医師の時間の少な

さをどのように対応するかの検討（医師の時

間的業務負担軽減策、医療チーム研修による

患者-医師間のコミュニケーション補足・支援

など）が必要であることが示された。 

 

E．結論 

（１）抗がん治療の中止の際に医療者に望ま

れる行動に関する研究 

本研究より、急速経過のがんの場合はより

一層の共感とパターナリズムが好まれること、

抗がん治療中止の知らせの中でも、抗がん剤

の中止と余命告知が困難であり、医師のスキ

ルアップだけでなく患者の意思表明スキルも

必要と考えられた。 

（２）医師の患者の心の痛みに対する認知的

共感に関する研究 

  本研究の結果から、CST は表情認知の側

面から医師の負の感情への認知的共感を強化

する可能性が示唆された。 

（３）腫瘍医が直面する難しいコミュニケー

ション場面に指針を示すための実験心理学的

研究 

 予後告知を望む再発・転移がん患者の仮想

シナリオにおいて予後をはっきりと伝えるか

どうかと、アイコンタクトを適切に行うかど

うかが不確実性に及ぼす影響を調べることを

目的とした実験心理学的研究を完遂した。 

（４）がん医療に携わる療法士のコミュニケ

ーション能力と共感能力に関わる横断研究 

本研究により得られた結果から、自閉傾向

が高い療法士のがん患者に関わる際のコミュ

ニケーション技術向上の研修プログラムを作

成するにあたっては、自信の要素ごとにコミ

ュニケーション技術向上の研修プログラムを
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変え、工夫する必要があることが明らかとな

った。 

（５）がん医療者に望まれる行動に関する研

究 

個人のコミュニケーション特性と関連のあ

る自閉様特性は誰もが部分的に持っているも

のであるが、この特性の強弱は対人業務を行

う病院薬剤師の共感的態度を始め、燃え尽き・

共感性疲労に対して負の影響を及ぼす。個人

の特性であり、変化させることが難しいと考

えられる自閉様特性に対し、具体的な介入法

について検討が必要となる。副次解析から、

情動知能という概念はこれらの悪影響を緩和

する可能性が示唆されており、今後の研究が

必要となる。また、今回の研究では具体的な

調査対象として病院薬剤師を選び、上記を明

らかとしたが、この知見は広く対人業務に携

わる他の医療従事者にも適応可能と考えられ

る。 

（６）医療者による社会的要因の是正に関す

る研究 

 患者-医師間のコミュニケーションや精神

的サポートについて是正を目指す場合、

個々の医師が努力してできるスキル向上以

外に、医師の時間の少なさをどのように補

足するかの検討（医師の時間的業務負担軽

減策、医療チーム研修による患者-医師間の

コミュニケーション補足・支援など）が必

要であることが示された。 

 

F．健康危険情報 

  特記すべきことなし。 
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